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東日本大震災により被害を受けた場合の相続税・贈与税の取扱い 
 
東日本大震災の発生から約 3ヶ月が経過しました。被災された皆さまには心よりお見舞い申
し上げます。 
今回の大震災に関し、税務面での取り扱いが徐々に明らかになってきました。ここでは、現

段階で判明している相続税・贈与税に関する情報をまとめてみました。少しでもお役にたてれ

ば幸いです。 
 
１．国税通則法による相続税・贈与税の申告期限の取り扱い 

 
国税通則法では、災害等により申告等をすることができない場合には、その期限が延長され

ることになっています。今回の東日本大震災においては、国税庁長官による地域指定により青

森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の 5県に納税地を有する方について、すべての税目で
申告期限が延長される措置が取られることとなりました。延長後の期限は青森県、茨城県につ

いては 7月 29日まで、その他の県については現段階では未定となっています。 
上記 5県以外に納税地を有する方でも、東日本大震災の影響で期限までに申告できない個別
の事情がある場合には、「災害による申告・納付等の期限延長申請書」を納税地の税務署長に

提出することにより、その理由がやんだ日から 2ヶ月以内の範囲で、申告期限が延長されます。
また、青森県、茨城県に納税地を有する方で、7月 29 日までに申告等ができない場合も同様
の措置が取られます。申告できない個別の事情の例示として、次のようなものが挙げられてい

ます。 
① 今般発生した地震により納税者が家屋等に損害を受ける等の直接的な被災を受けたことによ
り申告等を行うことが困難 

② 行方不明者の捜索活動、傷病者の救助活動などの緊急性を有する活動への対応が必要なこと
から申告等を行うことが困難 

③ 交通手段・通信手段の遮断や停電（計画停電を含む）などのライフラインの遮断により納税
者又は関与税理士が申告等を行うことが困難 

④ 地震の影響による、納税者から預かった帳簿書類の滅失又は申告書作成に必要なデータの破
損等の理由で、税理士が関与先納税者の申告等を行うことが困難 

⑤ 税務署における業務制限（計画停電を含む）により相談等が受けられないことから申告等を
行うことが困難 

 
上記以外でも、今回発生した地震の影響により申告等ができない事情がある場合には、税務

署に相談されると良いでしょう。 
なお、「理由がやんだ日」とは具体的にいつを指すのかが明確ではありませんが、国税庁の

ホームページによれば、「状況が落ち着いた後」という表現になっていますので、ある程度弾

力的に取り扱われるものと思われます。 
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２．震災特例法による取り扱い 
 
東日本大震災の被災者等の負担の軽減等を図るため、平成 23年 4月 27日に「東日本大
震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律」（以下、「震災特例法」とい

います。）が施行されました。 
相続税・贈与税に関しては、次のような特例が設けられています。 

 
(1) 特定土地等・特定株式等は「震災後を基準とした価額」で計算することができます 

 
平成 23年 3月 11日の時点で相続が発生しており、申告期限が未到来である場合において、
特定土地等又は特定株式等を所有しているときは、相続税計算上の評価額は、その相続時の

時価ではなく震災後を基準とした価額とすることができます。なお、贈与税についても同様

の特例が設けられています。 
 
① 特定土地等 

東日本大震災により相当な被害を受けた地域として財務大臣が指定する地域（指定地

域）内にある土地 

指定地域 

青森県全域 
岩手県全域 
宮城県全域 
福島県全域 
茨城県全域 
栃木県全域 
千葉県全域 
新潟県十日町市、中魚沼郡津南町 
長野県下水内郡栄村 

 
② 特定株式等 

上記指定地域内に保有する動産（金銭、有価証券を除く）、不動産等、立木の割合が保

有資産の３割以上である非上場会社の株式又は出資 
 
③ 震災後を基準とした価額の計算方法 

具体的な計算方法等は検討中とのことで、後日国税庁のホームページで発表されます。

ちなみに、阪神淡路大震災当時は、通常の路線価又は倍率に、地域ごとに設定された調

整率（0.75～1.00）を乗じたものを使って評価することができることとされていました。 
 
 ※建物の被害に関してこの特例の適用はなく、災害減免法の適用を検討することになります 
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(2) 特定土地等・特定株式等を取得した場合には申告期限が延長されます 
 
相続人の中に、特定土地等・特定株式等について(1)の特例を受けることができる方がいる
場合には、原則として、相続人等全員の申告期限が延長されます。なお、平成 22 年中に贈
与を受けた方についても同様の特例が設けられています。 

 
 ◆被相続人の住所地が青森県、岩手県、宮城県、福島県又は茨城県にある場合 
  ① 平成 24年 1月 11日 
  ② 国税通則法による延長期限 
   上記のうち、いずれか遅い日 
 ◆被相続人の住所地が上記 5県以外の場合 
   平成 24年 1月 11日（期限延長申請をする場合には、その期限とのいずれか遅い日） 
  
(3) 住宅取得資金贈与の特例を受ける方の条件緩和措置 
 
① 平成 22年 1月 1日から平成 23年 3月 10日までの間に住宅取得資金等の贈与を受け新築
等をしたが、東日本大震災によりその住宅用家屋が滅失し、入居できなくなった場合 
   ・・・一度も入居していなくても申告すれば特例適用可（入居要件免除） 
 
② 平成 22年 1月 1日から同年 12月 31日までの間に住宅取得資金の贈与を受け新築等をし
たが、東日本大震災に起因するやむを得ない事情によりその住宅用家屋に平成 23 年 12 月
31日までに入居できなかったとき 
   ・・・入居期限を平成 24年 12月 31日まで延長（入居期限延長） 
 
③ 平成 23年 1月 1日から平成 23年 3月 10日までの間に贈与により金銭を取得した方がそ
の金銭を対価に充てて住宅用家屋の新築等をする場合において、東日本大震災に起因するや

むを得ない事情により平成 24年 3月 15日までに新築できない場合 
   ・・・新築等の期限が平成 25年 3月 15日まで延長され入居期限は同年 12月 31日ま

で延長（新築・入居期限の延長） 
 
 
３．災害減免法による取り扱い 
 
(1) 災害減免法の適用がある場合 

 
相続財産について災害により甚大な被害を受けた場合は、その被害を受けた部分の価額を控

除して計算することができます。（災害減免法 4、6） 
具体的には、次の①または②の場合が該当します。 
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① 相続税の課税価格計算の基礎となった財産（債務控除後）のうちに被害を受けた部分の
価額の占める割合が 10分の 1以上であること 
② 相続税の課税価格計算の基礎となった動産（金銭及び有価証券を除く）、不動産（土地及
び土地の上に存する権利を除く）、立木のうちに被害を受けた部分の価額の占める割合が

10分の 1以上であること 
 ※上記①、②の判定は、相続人１人ごとに行います。 

 
(2) 減免される金額 
 
① 申告期限前に被災した場合 
被害を受けた部分の価額（保険金等により補てんされた金額を除く）を控除して財産評価 

② 申告期限後に被災した場合 
被害があった日以後において納付すべき税額に、相続財産の価額のうちに被害を受けた

部分の価額の占める割合を乗じて計算した金額に相当する税額を免除 
※具体的には、延納許可を受けて残っている税額部分のみが対象。既に納付済の税額については減免の対

象外で、滞納分や延滞税等も除外。 

 
(3) 被害を受けた部分の価額の計算 
 
被害を受けた部分の価額は、個々の財産に被害の割合の程度（被害割合）を乗じて計算し

ます。なお、被害割合を乗ずる前の個々の財産の価額は、小規模宅地の減額や震災特例法の

特定土地等の特例などの課税価格の計算の特例を受けているときは、特例適用後の金額とな

ります。 
次に被害割合の計算ですが、被害額や被害時の時価が明らかな場合は、被害額を被害時の

時価で除した割合を使用します。被害額や被害時の時価が明らかでない場合は、国税庁が発

表している被害割合表（別表 1）その他の合理的な計算方法により求めることが認められて
います。なお、被害を受けた財産について保険金等による補てんがある場合の被害割合につ

いては、下記の算式により計算します。 
 
 
 
 
 
① 建物 
 ・取得価額が明らか … 建物の取得価額－償却費相当額 
 ・取得価額が明らかでない … 別表 2により求めた金額－償却費相当額 

※「別表 2 により求めた金額」は、該当する地域と全国平均のいずれか高い額とすることができる 

 

被害があったときの時価として①、②、③により求めた価額 

被害があったときの時価として 

①、②、③により求めた価額 

別表 1 の 

被害割合 

保険金等に 

よる補てん額 
被害割合 ＝ 

× － 
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② 家庭用財産 
・取得価額が明らか … 家庭用財産の取得価額－償却費相当額 
 ・取得価額が明らかでない … 別表 3により求めた金額 
 
③ 車両、農機具等の事業用財産 
取得価額－償却費相当額 

 
４．その他 
 
(1) 農地等に係る納税猶予の特例の継続適用について 
 
相続税又は贈与税における「農地等に係る納税猶予の特例」の適用を受けている農地等が、

農業に使用されなくなった場合には、納税が猶予されていた一定の税額を納付しなければな

らないこととされています。 
しかし、その農地等が、例えば①津波等の影響、②仮設住宅建設のため、③建築資材の置

き場に使用されるなど、災害のためにやむを得ず一時的に農業に使用されなくなった場合に

は、その土地は農業に使用しているものとして特例の適用が継続されます。 
 
(2) 小規模宅地等についての相続税の課税価格の特例 
 
被相続人の事業の用に供されていた施設が災害により損害を受けたため相続税の申告期

限においてその事業が休業中である場合であっても、その施設を相続により取得した被相続

人の親族が事業再開のために準備しているときには、その施設の敷地は、その申告期限にお

いてもその相続人の事業の用に供されているものとして取り扱われます。これにより、「小

規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例」の要件の 1つである事業の継続要件
は満たすことになります。 
したがって、事業の継続要件以外の他の要件をすべて満たす場合には、「小規模宅地等に

ついての相続税の課税価格の特例」の適用を受けることができます。 
なお、特定居住用宅地等、特定同族会社事業用宅地等及び貸付事業用宅地等の居住又は事

業の継続要件の判定においても、上記に準じた取り扱いとなります。 
 
 

以上 
 
 
 
 
 



みどり資産税レポート 2011年 6月 10日 
 

みどり税理士法人 | 6 
 

 

 

（国税庁パンフレットより） 
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（国税庁パンフレットより） 


